




人間の遺伝子データベースは急速に発展しつ
つあり、医療の分野における可能性は言うに及
ばず、情報社会の極めて重要な構成要素となっ
ている。医療研究者からすれば、真の財宝は、
無数の個人の遺伝子データをそれぞれの長期に
わたる健康状態と生活習慣に関する情報と結合
することで得られる。遺伝子情報と他の個人デ
ータを結合するいくつかのプロジェクトが既に
かなり進んでいる。アイスランドの民間会社
Decode Geneticsは、10万人のアイスランド人ボ
ランティアから収集した遺伝子サンプルからな
るバイオバンクを設立している。Decode社はこ
のデータを、アイスランド健康セクター・デー
タベース及び一般的な系図記録から得た情報と
リンクさせている。それは既に、25種類の一般
的な病気に関連する遺伝子を解読し、特定の病
気15種類について原因遺伝子を特定している。
そこには、統合失調症や脳卒中、骨粗鬆症など
が含まれる。

ヨーロッパでは、英国バイオバンクUK
Biobankが45歳から69歳までの50万人のボランテ
ィアから遺伝子サンプルを収集して、この遺伝
子データを組織内の医師たちが定期的に最新化
する医療情報とリンクすることを計画している。
その目的は、一般的な成人病にかかる危険性に
対する遺伝的、環境的要因の影響を研究するこ
とにある。現在準備が進められている同様の大
規模プロジェクトとしては、エストニアのゲノ
ム・プロジェクト及びカナダのCARTaGENEが
ある。これ以外にも、病院や研究所に人間遺伝
子サンプルの小規模なコレクションが無数にあ
る。これらは、無限に集積することができて、
少なくとも理論的には、ゲノム・データベース
に転換し、他の情報源とリンクさせることが可
能である。

バイオバンクを利用することによって研究者
たちは、特定の遺伝的疾患や明白な遺伝パター
ンを示さない疾患について、その遺伝子上の根
拠を特定することができる。特定の病気を発症
させる危険性と環境的要因との関連も明らかに
されよう。医療研究者にとっておそらく最も魅
力的なのは、こうしたデータベースによって
個々人が同じ薬品に対して異なった反応を示す
理由が解明される可能性である。そうなれば、

患者の必要性に最も適合したオーダーメードの
薬品に道が開かれよう。

個人の遺伝子

バイオバンクの登場を極めて憂慮すべき事態
と考える人もいる。この種の情報が個人の領域
を侵犯するのに使われないかというのである。
オルダス・ハクスリーの『すばらしい新世界』
やハリウッド映画『ガタカ』のように、この種
の情報が操作される危険性はないのだろうか？

そのような不安はおそらく誇張されていよう。
しかし、それが生まれてくる根拠、あるいは歴
史の教訓は無視することはできない。一般市民
の監視が必要である。その一つの理由は、遺伝
子データは重要な点で他の個人データとは性格
を異にしていることである。即ち、それはその
人の生涯にわたってほとんど変化することがな
く、しかも予測を可能とするという価値を有し
ていると考えられるからである。それゆえに一
部の人たちは、個人の遺伝情報が例えば保険会
社や雇用主（官民を問わず）の手に入れば、否
定的な差別をもたらしかねないことを恐れてい
る。あるいは悪意の人間の手に入れば、そのデ
ータが製品やサービスの販売に利用されかねな
い。この種の情報がどうすれば確実に保護され
るかは誰にも確信できない。しかし、遺伝研究
データベースのセキュリティと秘密性が適切に
保証されない限り、将来有望なこの技術に対し
て一般国民の支持（従ってその開発に必要な資
金）は得られないだろう。

セキュリティに配慮しなければならない重要
な理由がもう一つある。遺伝子は遺伝すること
である。それは、提供者本人の情報だけでなく、
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ほとんど同じ
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家族の他の構成員の情報をも伝える。それゆえ
に、個々人の遺伝子の解読結果を本人に伝達す
る際には、これは研究データベースの場合は通
常ないが、他人を関与させることの是非とその
方法の問題が生じる。例えば、両親に重大な遺
伝子的欠陥が見付かった場合、その子供にはそ
れを知る権利、あるいはそれを知らされない権
利があるかどうか。医療研究者やデータベー
ス・デベロッパーは家族に対してどのような義
務を負うのか、またそのことが守秘義務と矛盾
しないかどうかといった問題は、多くの国でい
まだ十分に明確化されていない。

第３の問題は、大規模な人間遺伝子データベ
ースの設置が、将来の研究手段の形成を目的と
して進められていることである。遺伝子データ
の用途はあらかじめ特定されていないのである。
一般的にいえば、データベースのデベロッパー
は遺伝子と環境の相互作用の研究を目指してい
るのだろう。しかし、具体的なプロジェクトは
様々に異なる。個々人からその遺伝子データの
収集、貯蔵、利用について同意を得ようとする
場合に、多くのデータベースは将来の特定され
ない用途についても同意を求めようとする。し
かし一部の国では、このような包括的同意は合
法的、倫理的であるとは見なされていない。
個々人はデータの新しい用途のそれぞれについ
てそのつど契約の締結を求められるべきだとい
う考えである。この方式は、非常に費用がかか
り、非現実的で、科学研究を阻害する恐れがあ
る。

更に、遺伝子データの商業化と、それに伴う
個々人と社会に対する適切な見返りの問題があ
る。遺伝子サンプルとそれにリンクされる情報
のほとんどは、科学の進歩のためとして任意ベ
ースで提供されている。こうした情報が商業的
に価値あることは疑う余地がなく、それゆえに
こそ民間企業は自分自身のデータベースを作ろ
うとしている。データベースが公的資金を使っ
て、任意ベースに提供された情報に依拠して作
られるとすれば、研究目的の広範なアクセスを
維持するための適切な戦略とはどのようなもの
になるだろうか。データベースを機能させるた
めには費用がかかるという事実が考慮されなけ
ればならない。

言い換えれば、バイオバンクの設立には、研
究を可能とし、情報を保護し、一般市民の支持
をかち取るために、諸行動の間でバランスをと
る必要があるということである。各人が自らの
遺伝子情報を世代を越えた利用に供される公共
財と考えるような、そのような未来の文化を想
像することは可能である。しかしその場合でも、
商業的、公共的な濫用の危険性は残るだろう。
従って、セーフガードの制定が常に不可欠であ
る。現時点では、どのようなセーフガードが実
施されているだろうか？

大規模なデータバンクは新しい試みであり、
我々はいまだ学習段階にある。アイスランドや
エストニアのようないくつかの国では、その機
能を規制する法律が制定されている。他の諸国
のほとんどでは、プライバシーや人間研究に関
する既存の規則や法令が使われている。国際的
なレベルでは、遺伝子データの倫理的取り扱い
のためのいくつかのガイドライン案が作成され
つつある。ユネスコの国際バイオエシック委員
会は2003年10月に「人間遺伝子データに関する
国際宣言」を採択した。世界保健機構(WHO)は
その「医療遺伝子学と遺伝子学サービスにおけ
る倫理問題に関するガイドライン」の見直しを
進めている。しかし現在までのところ、遺伝子
研究データベースの規制に関しては国際的な合
意は成立しておらず、その運営方法に関する実
際的な助言さえ存在しない。

世界各国から集まるOECDのバイオテクノロ
ジー専門家たちは、2004年に東京で会議を開き、
遺伝子データベースの運用と遺伝子情報のセキ
ュリティの問題を議論する予定である。最善慣
行に関する国際的ガイドラインといった形でな
んらかの合意を形成する必要性があるかどうか
の問題も議題の一つである。参加者の念頭にあ
る問題は、新しい知識の創造と人間存在の本質
そのものの保護との間で、どのようにすれば必
要なバランスを保つことができるか、である。
これが、各国政府の直面する挑戦課題である。
■
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科学者や研究者は知識ベース社会の背骨であ
る。彼らがいなかったならば、インターネット
はもちろん、医療から食品の安全性に至る日常
生活で当然のことと考えられているその他無数
の前進はなかったであろう。発電所や英仏海峡
トンネルといった技術的成果もそうである。と
ころが現在、進行する高齢化と、学生の間で科
学がますます不人気となりつつあるという事実
のために、やがて科学者が不足するのではない
かという不安が生まれている。

その一方で、産業界と政府による研究開発投
資の結果として、情報技術やバイオテクノロジ
ーのような分野における研究者需要は拡大して
いる。OECD諸国の研究者数は、1990年の240万

人から2000年には340万人へと42％増加した。そ
して、更に需要は拡大を続けており、EUでは
2010年までに研究開発投資をGDPの３％に増や
すという公約の実現のために70万人の研究者が
新たに必要になると推測されている。米国科学
財団の推計によれば、2000～2010年にコンピュ
ーター関連の職種を中心に科学技術の分野で220
万人分相当の新しい雇用が産み出されるという。
日本では1998年に大学審議会が、修士に対する
需要は2010年には供給を越えると予測した。

だが、こうした新しい科学者や研究者はどこ
から得られるのか。英国の最近の政府報告書は、
1995年から2000年にかけて新規入学者数が化学
では16％、物理学と工学では７％、それぞれ減

見た目はきれい？

コンピューターは環境にどのような
影響を及ぼすか？　このフランスの部
品リサイクリング工場が示すように、
その影響は無視できるものではない。
情報技術装置の生産と使用に加えて、
毎日廃棄されている数百万台のコンピ
ューターとそこに使われている金属や
危険物質の直接的な影響がある。更に、
経済に対する情報技術の浸透がますま
す拡大することによる間接的な影響が
ある。電子商取引の影響でさえ不確実
である。オンラインでショッピングをすれば店まで行く必要はなくなるが、購入した商品の納入はやはり交通を
必要とする。

例えば以下を参照。Matthews, H. S. et al. (2001) “How much did Harry Potter cost?”, in OECD Observer, No.224,
January。 またwww.oecd.org/environmentを参照。

科学者と技術者
危機、どのような危機？

Mario Cervantes, OECD Directorate for Science, Technology and Industry

全世界で科学者に対する需要が急増すると同時に、多くの国がその不足に警鐘を鳴らして
いる。それは本当なのか？
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少したと嘆いている。一方、オーストラリアや
イタリアといった国々は、近く退職年齢に達す
る「ベビーブーム」世代の大量の学部スタッフ
をいかにして補充するかの問題に頭を悩ませて
いる。イタリアの大学では、正教授の70％強と、
科学スタッフ全体の35％が50歳以上であるとい
う。事実、科学者需要の充足は各国政府にとっ
て非常に重要な課題となっており、この問題は、
2004年１月29～30日にパリで開催されるOECD
諸国に中国、イスラエル、ロシア、南アフリカ
の各国を交えた科学・研究相会議の主要議題と
なる予定である。

厳密に言えば、このような不安は特に新しい
ものではない。既に1945年に、米国科学研究局
のVannevar Bush局長はこう警告していた。「教
育・研究の両面における科学者需要の急増の結
果として、戦後の米国は訓練を積んだ科学要員
の深刻な不足に直面するだろう」。1957年のスプ
ートニクの打ち上げと米ソの宇宙開発競争は、
この両国のみならず西ヨーロッパや日本におい
ても、科学者と技術者の供給拡大の必要性に対
する関心を増幅させた。

労働経済学者のほとんどは将来の科学者不足と

いう主張を否定して、市場がこの問題を解決す

ると指摘する。しかしこの論理はアカデミズム

の世界には余り通用しないかもしれない。

しかし、科学者やその他の専門的労働者の需
要予測は、本来極めて不確かであり、その理由
の一つは、ほとんどの予測が過去の趨勢を基礎
に行われることにある。しかしそれだけではな

い。将来どのような産業や技術が登場するか、
従ってその科学者需要がどのようなものになる
かを、多少とも正確に予測することはほとんど
不可能である。1989年に米国科学財団が、米国
では2006年までに大学レベルでの科学的スキル
の生産が数十万人分も不足すると警告したこと
があった。この不吉な予測が結果として外れた
ことは、政策策定者にとっては歓迎すべきニュ
ースだった。それどころか、過剰反応によって
大量の科学者が生産され、国内で職を見出せな
い卒業生の外国への「頭脳流出」に火をつける
危険性さえあったからである。

不足を否定する

実際、労働経済学者のほとんどは将来の科学者
不足という主張を否定して、市場がこの問題を解
決すると指摘する。つまり、需要の増大は不足す
る科学者の賃金を上昇させて、このことがインセ
ンティブとなって科学を専攻しようとする学生の
数が増え、こうして科学者の供給が増大する、と。
しかしこの論理はアカデミズムの世界には余り通
用しないかもしれない。ここでは、公的な大学や
政府機関が主要な雇用主であり、公的な研究開発
が科学者需要の主な決定要因だからである。こう
した組織では、供給の減少や情報技術産業といっ
た他のセクターからの競争に応じて給料が簡単は
調整されることはない。

供給不足はまた科学者の失業率の低下をもた
らすはずである。事実、大学卒業生の最近の失
業率は、OECD諸国の全体において歴史的な低
水準にある。2000年の場合、OECD諸国ではそ

増大する需要 
OECD諸国における研究者雇用数、労働力1,000人当たり、1983～2001年 

日本＊ 

米国 
OECD 
EU 
  

＊1995年までの補正値。 
出所：OECD、MSTIデータベース、2003年５月 
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れは２％から５％の範囲にある。米国における
最近の経済ブーム期間中の理学博士及び工学博
士の失業率はこれよりも更に低く、米国科学財
団によれば、学位取得後３年目で1.2％だった。

しかし以上のような全体的な数字は、個々の
科学者の働く場所は明らかにしていない。実際、
米国科学財団によれば、理学及び工学の博士号
所持者の4.2％前後は、主に経済的な理由や関心
分野の変化、専門分野での雇用機会の不足など
のために、専門以外の分野で働いていた。

言い換えれば、失業している科学者は少数で
あるとしても、彼らのかなりの部分が自分の研
究と密接に関連する分野に職を得ていないとい
うことである。この事実は、理工系学位取得者
の広範な不足という主張を弱める一方で、別の
問題の存在を指摘している。つまり、市場（企
業や大学）が研究の面で必要とし、支払う用意
のある分野と、学位取得者の技能や関心、期待
賃金等との間に「ミスマッチ」が見出されるこ
とである。

将来の科学者不足を主張する報告書で必ず指
摘される主要な趨勢の一つに、新規卒業生数の
減少がある。しかしOECDのデータによれば、
青年の教育率が今日ほど高い時代はこれまでに
なかった。OECDでは2002年に24～64歳層人口
の４分の１以上（26％）が高等レベルの教育を
修了しており、大学卒業生全体の約５分の１が
理工系の学位を取得している。

博士号取得者の供給数が特に注目されている
が、それは研究職のほとんどが博士レベルの教
育を要求しているからである。フランスと米国
の全国データが示すところによれば、1990年代
末以降、理工系の博士号取得者数は減少傾向に
ある。しかし長期的に見れば、入学者数と卒業
者数に関するデータは、時間差はあれ供給数が
需要数に応じて変化してきたことを示している。
これは米国における生物学分野の入学者数につ
いても該当する。ここでは1980年代におけるバ
イオテクノロジーの登場によってそれまでの減
少傾向が逆転した。米国では大学院レベルで理
工系の学科に在学する学生数が最近になってわ
ずかに増大している（2001年に４％）。この増加
傾向が続けば、理系博士号取得者の全体的減少
傾向は逆転し、全般的不足あるいは供給不足の

危険性は小さくなる。

外国人科学者？

科学者不足を予想する人の多くは、理工系卒
業生の中で外国人の比率が増えていることを指
摘する。確かに、いくつかのOECD諸国では理
工系学生に占める外国人の割合が大きくなって
いる。特に米国ではそうで、米国科学財団のデ
ータによれば、理工系の博士号の３分の１以上、
そして数学とコンピューター科学の博士号の半
分近く（47％）が外国人に授与されている。米
国市民の理工系博士号取得者数は1980年代末か
ら1990年代末にかけて増加ないし横ばい傾向に
あったから、不足が生じたのは全米の供給数が
減少したからではなく、需要が増大傾向を示し
たためであると考えられる。

外国からの供給によって不足を埋めることは
できるが、これは常に可能であるわけではない。
最近のデータによれば、米国では外国人の入学
生と卒業生が減少している。これは、理工系博
士号取得者の世界供給数の５分の１を占めるイ
ンドと中国からの学生が、オーストラリアや英
国など、米国以外の国に教育機会を求めるケー
スが増えているためである。彼らが自国に止ま
る例も多くなっている。更に、大学が主たる雇
用先となっているハイテク技能者の一時ビザ取
得者数に関するデータは、2001年の米国経済の
後退傾向と2001年９月11日事件以降、出願件数
が減少していることを示している。

OECD諸国における科学者不足に対する懸念の
背後には、おそらく、基本的な問題として、
OECDの経済成長が知識、科学者と技術者の十分
な供給を含む知識に対する投資にかかっていると
いう認識、そして、以前に比べて青年層が科学に
関心を持たず、あるいは研究職を続ける十分な学
問的能力を備えていないという認識が存在する。
このような認識を裏付けるものとして、2001年の
米国科学財団による世論調査結果がある。それに
よれば、回答者の３分の２が「理数教育の質は不
適切である」と答えた。読み書き能力と適性を調
べるOECD PISA 調査やTIMSS（第３回国際数
学・理科調査）といった国際的な基本調査は、若
者の数学と理科の成績が低落傾向にある諸国で不
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輸出が急激に減少し、国内需要が引き続き弱
かったため、2003年上半期に生産が減少した。
同年全般の景気は停滞したとの評価が行われて
いるが、他方、先行指標は、成長が下半期から
2004年にかけて輸出の増加に主導され、加速す
る可能性が大きいことを示している。2005年に
景気が拡大するのに伴い、GDPは潜在成長率を
上回り、およそ2.3％の成長を示すと予測されて
いる。

一般政府赤字は、2003年に４％を上回る見込
みが大きく、かつ、現在の法律によると、2005
年にはおよそ3.5％で推移しよう。歳出改革措置
が、構造的赤字を持続可能な方法で削減するた
めに必要である。所得税減税は、これに見合う
政府歳出及び減税支出の削減なしに2004年に導
入すべきではない。政府の労働市場及び社会支
出改革プログラムの実施に向けて重要な措置が
取られた。このような改革計画を後退させては

ならない。

ドイツ：改革の推進

主要経済予測及び指標 
ドイツ 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 1999年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利　 資料：OECD

81,351 
357 

ユーロ 
1,986.2 

80.7，74.7  
39,690 

連邦共和国 

 0.0 1.4 2.3 
 10.7 10.9 11.4 
 0.9 0.8 0.7 
 2.3 2.0 2.2 
 8.9 9.1 8.8 
 －4.1 －3.7 －3.5 
 2.0 2.8 3.3

輸出の急激な減少及び国内需要の低下を反映
して、2003年上半期にGDPが幾分減少した。第
３四半期の指標は、景気の上昇を示している。
景気減速の程度からみて、失業率の上昇は比較
的小さかった。同時に、８月の熱波及び公共料
金引き上げは、インフレの低下に終止符を打っ
た。全般的に、経済活動は2004年を通じて引き
続き強化され、2005年にGDPは2.4％増加するも
のと予測される。

2004年の予算案は、主として歳出増加を小幅
とすることによる財政政策の大幅な引き締めを
求めている。この目的を果たすためには、過去
の赤字の失敗を繰り返さないようにするための
効果的な措置が取られなければならない。中期
的には、医療制度の包括的な改革が行われれば、
全般的な政府歳出抑制に有益である

フランス：経済の強化

主要経済予測及び指標 
フランス 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利 資料：OECD

59,188 
549 

ユーロ 
1,431.3 

 83.0，75.5 

26,967 
共和国 

 0.1 1.7 2.4 
 11.4 11.4 11.2 
 2.0 1.4 0.9 
 2.3 2.0 2.2 
 9.6 9.8 9.7 
 －4.0 －3.7 －3.5 
 0.9 1.0 1.2
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英国経済は、今でも他の大半のOECD諸国よ
り弾力性が高い。個人及び公共消費により主導
された成長が潜在力に近い水準に保たれている
一方、インフレ及び失業率は国際的に低い水準
にある。住宅市場に起因する不安定性を回避で
きるならば、最近の景気の上昇は、2004～2005
年にトレンドを上回る伸びをもたらし、支出の
構成はこれまでよりバランスが取れたものにな
ろう。

最近の金融引き締め政策を漸進的に継続する
ことは、物価上昇率目標との一貫性を確保する
ために必要であると共に、住宅価格の一層の高
騰のリスクを減少させることにもなろう。公共
部門の赤字は、大幅に拡大しており、また、政
府は景気循環の１周期の間に投資するための資
金しか調達できないという「黄金律」との一貫
性はなお保たれているものの、後日の不安定な
調整を回避するために、現在の景気回復期の間

の歳出の抑制または増税を必要とする可能性が
ある。

英国：今なお弾力的

主要経済予測及び指標 
英　国 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利 資料：OECD

59,756 
245 

　ポンド 
1,564.1 

 80.4，75.7 
29,470 

立憲君主制 

 1.9 2.7 2.9 
 4.8 4.2 4.3 
 2.8 2.6 2.7 
 3.6 4.4 5.0 
 5.0 4.9 4.8 
 －2.9 －2.9 －3.2 
 －2.7 －3.5 －3.6

2003年上半期に景気が停滞したが、その後幾
分回復している。成長は、主として世界貿易の
一般の拡大により、2004年中に次第に加速する
はずである。雇用は、構造改革により、好調を
持続させた。持続的に高い物価上昇率が競争力
を損なっているが、需給ギャップの継続及び単
位労働費用の低下は、2004年中インフレの減速
を支えるとみられる。

公共部門の赤字の対GDP比率は2003年に上昇
しており、2004年には、景気の低速及び計画を
超える公共資本支出が行なわれる見込みのため、
更に上昇する可能性がある。是正措置が取られ
ない場合は、2005年に３％のしきいを超えるか
もしれない。高い負債比率を大幅に低下させる
ためには、追加的な構造的措置、特に、最近の
年金計画の実施を速める措置が必要となろう。
物価上昇率をユーロ地域平均に近付け、投資の
活力に弾みを付けるためには、製品市場改革の

進展を速めることも必要である。

イタリア：インフレの課題

主要経済予測及び指標 
イタリア 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利 資料：OECD

57,348 
301 

ユーロ 
1,184.3 

 82.9，76.7 

23,901 
共和国 

 0.5 1.6 2.1 
 15.1 14.1 13.7 
 2.8 2.0 1.9 
 2.3 2.0 2.2 
 8.9 8.9 8.8 
 －2.7 －2.9 －3.9 
 －1.2 －1.2 －1.4
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一連の好ましくないショック及び為替相場の
急激な上昇は、春以降の経済活動を著しく弱め
た。生産の減速及び輸入価格の低下も、物価上
昇率の急速な低下に寄与した。他方、持続する
力強い家計支出及び予想される世界的需要の回
復は、生産の伸びを潜在力を上回る水準に回復
させるように機能するとみられる。時が経てば、
生産設備稼働率の上昇及び利益の伸びも、企業
投資の増加を支えるだろう。

カナダ銀行は、それまでの金利上昇を逆転さ
せ、変化する生産及び物価上昇の展望に適切に
対応した。他方、好ましくないショックは一時
的なものであり、回復が確固たるものになり、
生産ギャップが縮小し次第、金融引き締めを再
開する準備が必要であろう。先の予算で発表さ
れた追加公共支出は、最近のソフトパッチを通
じて経済活動を支える上で有益であったが、景
気拡大的な財政対応は、回復が持続している来

年及び2005年においては、もはや正当化できな
いであろう。

カナダ：今後は金融引き締めか？

主要経済予測及び指標 
カナダ 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物預金金利　 資料：OECD

31,111 
9,976 
ドル 
724.8 

 82.0，76.7 

16,300 
連邦制 

 1.8 2.8 3.2 
 2.5 2.9 2.9 
 2.8 1.4 2.1 
 2.9 3.1 4.1 
 7.8 7.8 7.4 
 1.0 0.7 0.8 
 1.9 1.9 1.9

活発な国内需要の伸びが輸出の急激な減少に
より相殺された2003年上半期に、景気が急速に
減速した。農業生産が旱魃から回復する見込み
であり、外部的な悪影響も収まりつつあるので、
住宅投資は循環的に減少するものの、経済活動
には弾みが付くものと予想される。インフレは
抑制され、生産性がかなり上昇し、賃金は適度
な水準になっており、豪ドルも強く、労働市場
は更に改善しよう。

長期的に価格の安定性を保つために、金融政
策は、より中立的な立場をとる必要がある。政
府は、この景気周期において予算の均衡を保つ
という財政目標を維持し、自動安定装置の機能
を通じる役割を財政政策に果たさせるべきであ
る。所得支持制度の改革は、福祉受給者が有給
雇用に従事するインセンティブを強化すること
を狙いとすべきである。

オーストラリア：弾みが付く

主要経済予測及び指標 
オーストラリア 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

19,485 
7,687 
ドル 
411.9 

 82.4，77.0 

9,818 
独立連邦国家、英連邦 

 2.4 3.7 4.0 
 －1.1 －0.7 －0.7 
 2.8 2.0 2.3 
 4.8 5.0 5.4 
 6.0 5.9 5.7 
 0.8 0.5 0.5 
 －5.8 －5.3 －4.7
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生産の伸びは上半期において弱かったが、ヨ
ーロッパにおける回復の進展と軌を一にして、
本年及び2005年を通じて次第に弾みが付くもの
と予測される。失業率はわずかに低下し、物価
上昇率も引き続き低いであろう。

2005年に予定されている減税は、その大半は
借り入れにより賄われるが、均衡予算の目標の
達成を遅らせることを意味し、また、景気循環
を助長する可能性が高い。労働市場への参加の
増加に対する障害を少なくすると共に、予定さ
れた減税の余地を創出するために、重点は政府
歳出の削減に置かれるべきである。

オーストリア：支出削減が優先事項

主要経済予測及び指標 
オーストリア 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利　 資料：OECD

8,132 
84 

ユーロ 
204.1 

 81.7，75.9 

3,940 
連邦共和制 

 0.8 1.6 2.4 
 7.9 7.9 8.6 
 1.3 1.0 1.1 
 2.3 2.0 2.2 
 5.5 5.5 5.2 
 －1.3 －1.2 －1.8 
 －0.2 －0.2 －0.3

景気は回復し始めており、国際経済が回復し
企業投資が増加するのに伴い、2005年に成長率
はおよそ2.75％に達するはずである。一方、主
として単位労働費用の上昇が著しく低くなるこ
とを反映し、2004-2005年に失業率は８％を上回
る水準に止まり、物価上昇率も1.5％を下回る水
準に低下するものと見込まれる。

政府は、予算の均衡を維持するのに必要な措
置を引き続き取るべきである。これは、人口の
高齢化に備える上での基本的要素である負債削
減戦略に対する信頼を保つ上で重要である。低
所得層の税負担及び早期退職のインセンティブ
を更に低下させることにより、この政策を強化
すべきである。

ベルギー：財政圧力

主要経済予測及び指標 
ベルギー 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利 資料：OECD

10,226 
31 

ユーロ 
245.4 

 80.8，74.6 

4,448 
立憲君主制 

 0.7 1.9 2.8 
 13.6 12.9 12.9 
 1.5 1.4 1.4 
 2.3 2.0 2.2 
 8.2 8.5 8.2 
 0.2 0.0 －0.5 
 5.1 5.5 6.0 
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以前の財政拡大の効果が徐々に衰えるのに伴
い、国内需要の伸びは弱まりつつある。他方、
輸出回復の兆しが見え始めている。これは、外
国企業主導の投資の立ち直りと共に、今後の２
年間にGDPを次第に加速させて３％を上回る水
準に導こう。

財政政策は、漸進的ではあるが、再建への道
をとり始めており、これは、ユーロへの参加を
2010年またはそれ以降に遅らせるものと見込ま
れる。再建計画を実行するためには、多年度予
算計画を確立することが不可欠であろう。金融
政策は、物価上昇を抑制し、これまでより低い
金利の環境を確立するのに成功した。

チェコ共和国：金利の低下

主要経済予測及び指標 
チェコ共和国 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

10,272 
79 

コルナ 
69.5 

 78.5，72.1 

5,171 
議会制民主主義 

 2.5 2.9 3.2 
 0.7 2.6 2.4 
 2.3 2.1 2.2 
 7.5 7.5 7.3 
 －6.6 －5.7 －5.1 
 －6.9 －6.9 －6.7

輸出市場の弱い伸び並びに家計及び企業の慎
重な態度を反映して、需要はかなり減速した。
国際情勢が改善し、企業が投資及び雇用を増加
させるのに十分な楽観的見方をとるようになる
のに伴い、成長の見通しも明るくなるはずであ
る。生産が潜在力を下回る水準に落ち込むのに
伴い、賃金及び物価への上昇圧力は緩和してお
り、予測期間を通じて抑制され続ける見込みが
高い。

中立的な財政態度は、自動安定装置が生産の
変動を和らげるように機能しており、現在も妥
当である。他方、地方政府歳出が引き続き監視
されない場合は、財政を慎重に運営するための
政府の戦略はリスクにさらされる危険性がある。
予測されたよりも速く景気が回復する場合は、
生産ギャップが埋められるのに伴い賃金インフ
レに上方圧力がかかる懸念がある。一層の労働
市場改革は、このようなリスクに対処するのに

有益であるのみならず、長期的な予算ポジショ
ンを強化すると見込まれる。

デンマーク：地方支出の監視

主要経済予測及び指標 
デンマーク 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

5,359 
43 

クローネ 
172.9 

 79.0，74.3 

2,862 
立憲君主制 

 0.5 2.4 2.8 
 8.3 8.0 6.7 
 2.0 1.6 2.0 
 2.4 2.2 2.3 
 5.5 5.3 5.0 
 0.8 1.0 1.5 
 3.7 3.5 3.5
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GDPは、政府消費及び個人消費に対する財政
によるかなりの刺激策にもかかわらず、2003年
上半期にわずかながら低下した。世界貿易の増
加は、今後数年間の成長に大きく貢献する見込
みが高く、また、現在のマイナスの生産ギャッ
プは2005年までに解消するはずである。

夏に実施された減税及び2004年の予算で提案
された減税は、需要を支えるであろうが、中央
政府の財政を2007年までに均衡させるという政
府の目標にとっては難題となろう。労働税の引
き下げは、歳出抑制を伴うものであれば望まし
いが、財政による一層の刺激策は、景気循環を
助長する懸念があり、また、高齢化に伴う今後
の財政問題に対処するのをより困難にする懸念
がある。

フィンランド：減税は需要を持続させる

主要経済予測及び指標 
フィンランド 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間預金　 資料：OECD

5,188 
338 

ユーロ 
131.5 

 81.5，74.6 

2,626 
共和国 

 1.0 3.4 3.8 
 －1.5 －0.6 －0.2 
 1.3 0.4 1.8 
 2.3 2.0 2.2 
 9.2 9.0 8.5 
 2.6 1.9 2.0 
 7.3 7.6 8.2

活発な国内需要が輸出の弱さを十二分に補っ
たのに伴い、2003年上半期の経済は力強い動き
を示した。金融その他の条件が引き続き景気刺
激的で、また、世界的な景気回復により純輸出
が回復すれば、生産の拡大に更に弾みが付いた
後、2005年にやや緩やかになるものと予測され
る。労働市場は更に改善するはずであるが、ユ
ーロ地域平均との対比でインフレ幅が拡大する
ものと見込まれる。

財政再建、特に政府の基礎的歳出の抑制強化
を堅持することが、なお高い負債対GDP比率を
低下させるために必要である。また、成長及び
競争力の長期的支援を、労働市場の硬直性の改
革及びネットワーク産業に競争を導入するため
の一層果断な行動を通じて、強化することも必
要である。

ギリシャ：インフレの懸念

主要経済予測及び指標 

＊3カ月物銀行間金利　 

ギリシャ 
人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

10,538 
132 

ユーロ 
132.8 

 80.7，75.4 

4,362 
共和国 

 4.0 4.1 3.6 
 3.5 3.6 3.5 
 2.3 2.0 2.2 
 9.3 8.9 8.8 
 －1.6 －1.6 －1.5 
 －6.5 －6.3 －5.9
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成長は、2003年の３％から2005年の４％近く
へと上昇し、かつ、バランスも良くなるものと
予測されている。異例の消費の増加が2003年第
１四半期まで続いたが、これは大幅に減速しそ
うである。輸出は、2003年下半期に増加したと
推定され、更に加速が予測される。

2008年１月に計画されるユーロ地域への参加
が成功するためには、マクロ経済政策に関する
強力なコンセンサス及び調整並びに断固とした
財政節度が必要である。予算プロセスを強化す
るための措置を速やかに実行する必要があり、
かつ、当局は、統合を公共支出の大幅な改革の
ための手段として用いるべきである。

ハンガリー：よりバランスの取れた成長

主要経済予測及び指標 
ハンガリー 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

10,188 
93 

フォリント 
65.8 

 76.5，68.2 
4,102 

議会制民主主義 

 2.9 3.3 3.8 
 13.3 13.4 12.5 
 4.6 6.5 4.5 
 8.0 8.6 7.6 
 5.9 5.6 5.2 
 －5.2 －4.3 －3.3 
 －6.0 －5.5 －5.5

国内需要に主導されて新たな景気拡大が始ま
り、主要なアルミ関連投資プロジェクトにかか
る作業に弾みが付くのに伴い、成長率も2005年
には年率５％を上回るものと予測されている。
インフレは政府の目標レンジの上限に近付きそ
うである。

政策担当者にとっての課題は、適時の金融及
び財政の引き締めにより、国内需要を抑制し、
この10年の中頃の建設活動のピークにおいて過
熱を回避することであろう。2005年からの政府
の減税計画は、公共支出の伸びを減速させる計
画が達成されない場合は、見直されるべきであ
る。いずれにせよ、公定歩合は、おそらく余り
遠くない将来、大幅に引き上げる必要がある。

アイスランド：過熱の回避

主要経済予測及び指標 
アイスランド 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

285 
103 

クローネ 
8.4 

 82.2，78.1 

163 
立憲共和国 

 1.9 3.7 5.6 
 2.0 2.6 3.6 
 5.7 7.6 9.0 
 3.3 3.3 2.8 
 －1.0 0.2 0.8 
 －3.3 －3.4 －4.4
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ユーロ高により輸出が打撃を受け、投資が急
激に減少したのに伴い、GDPの伸びは2002年の
７％から2003年の推定1.75％へと急落した。成
長率は、2004年におよそ3.5％へ、2005年には
５％近くへと回復すると見込まれる。失業率が
５％近くに止まるとみられ、物価上昇率は今後
２年間に３％へと減速しよう。

インフレ圧力を抑制するには、競争及び規制
政策の焦点を保護された部門（特に建設業及び
対事業所サービス業）に当てるべきである。既
に過熱した住宅市場において住宅需要を押し上
げる租税インセンティブは削減すべきであり、
また、このような削減は、緊急に必要とされて
いるインフラ開発に資源を再配分することも可
能としよう。

アイルランド：重点をもっとインフラに

主要経済予測及び指標 

＊3カ月物銀行金利　 

アイルランド 
人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

3,839 
70 

ユーロ 
121.7 

 79.2，74.2 

1,782 
共和国 

 1.8 3.6 4.8 
 4.1 2.8 3.1 
 2.3 2.0 2.2 
 4.8 5.0 5.0 
 －1.0 －1.3 －1.3 
 －1.7 －1.4 0.5

いくつかの好ましくないショックを経て、景
気は2003年上半期に急激に下降した。信頼の強
化及び世界貿易の増加は、成長率を2004年にお
よそ4.75％に、2005年には5.5％に押し上げる景
気回復をもたらそう。ただし、為替相場の一層
の上昇及び消費者信用ブーム後の家計部門によ
るある程度の節約等、回復のタイミング及び力
強さに影響を及ぼす可能性があるリスクが存在
する。

金融部門の再構築に要した高コストに鑑みて、
財政政策のスタンスは、景気回復が始まるのに
伴い、2004年には中立的に戻るべきである。信
頼を強化し、韓国の潜在成長力を高めるために、
特に企業及び金融部門並びに労働市場において、
一層の構造改革措置が必要である。

韓国：改革は潜在力を高めよう

主要経済予測及び指標 
韓国 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 1999年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

47,343 
99 

ウォン 
476.7 

 79.2，71.7 

22,417 
共和国 

 2.7 4.7 5.5 
 8.2 7.6 7.7 
 3.5 2.7 3.0 
 4.3 4.2 5.0 
 3.4 3.3 3.0 
 3.5 4.0 4.5 
 1.5 1.3 0.0
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米国への輸出の増加は、米国の製造業部門の
弱さのために遅れているが、景気回復の主原動
力であると予想される。企業投資が増加し始め、
雇用が拡大し始めるのに伴い、景気のペースに
弾みが付くものと見込まれる。消費者物価上昇
率は再び低下しており、年末には目標通りにな
る可能性がある。

中央銀行は、インフレの見通しの変化に迅速
に反応する用意があることを示した。その現在
の慎重な金融姿勢は妥当である。財政面では、
遅延の余地はない。政府は、公共部門の赤字を
均衡状態近くに持って行き、借り入れ需要額を
2005年までにGDPの約２％に引き下げる必要が
ある。投資者の信頼を高めるために、強力な租
税一括措置を承認することが肝要である。

メキシコ：輸出主導の回復

主要経済予測及び指標 
メキシコ 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2002年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％） 
失　業　率（％）          
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

100,051 
1,996 
ペソ 
637.2 

 77.1，72.1 

39,159 
連邦共和国 

 1.5 3.6 4.2 
 4.5 3.4 3.1 
 6.5 6.1 7.1 
 3.0 3.0 2.8 
 －1.9 －2.5 －3.0

金融市場の弱さ及びユーロ地域における停滞
のために、GDPの伸びは３年連続で低調であっ
た。輸出及び企業投資が増加するのに伴い、
2004年には上昇が見込まれる。労働市場の最近
の緩慢な調整を受けて、雇用の伸びは、かなり
のラグを伴って景気循環の後を追うものと予想
される。

政府は、中期的な成長低下の見通しに合わせ
て現在の公共支出の伸びを引き下げることによ
り、財政政策を持続可能な軌道に乗せるために、
景気上昇を利用すべきである。

ルクセンブルグ：2004年には改善

主要経済予測及び指標 
ルクセンブルグ 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利 資料：OECD

443 
3 

ユーロ 
21.0 

 81.3，74.9 

282 
立憲君主制 

 1.2 2.0 2.9 
 2.5 1.9 1.6 
 2.3 2.0 2.2 
 3.8 4.2 4.4 
 －0.3 －1.8 －2.6 
 7.6 7.6 8.3
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景気は、過去４年間にわたって極めて力強か
った。最近、移民による浮揚効果は、為替相場
上昇によるマイナス効果を上回った。これは、
生産資源を逼迫させた。住宅価格の上昇は、国
内需要に一層の刺激を与えている。しかし、景
気のペースは、すぐに、より通常の成長率まで
落ち込むだろう。

ほどほどの全般的物価上昇率は、輸入価格の
下落及び国内に起因する高いインフレ率のネッ
トの結果を反映している。現在の金融政策の状
況においては、これらの要因は均衡状態を継続
させる見込みであり、インフレは引き続き抑制
されるだろう。予算の黒字幅は驚くほど大きか
ったが、政府は、驚くべき歳入が永続的なもの
であることが明確になるまで、歳出増大には慎
重な態度を取り続けるべきである。

ニュージーランド：冷え込む見込み

主要経済予測及び指標 
ニュージーランド 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

3,881 
269 

ドル 
59.3 

 80.8，75.7 

1,935 
議会制民主主義 

 2.7 3.1 2.9 
 －5.0 －5.5 －5.9 
 1.7 1.9 2.3 
 5.4 5.4 5.8 
 4.8 5.0 5.1 
 2.6 2.2 2.0 
 －5.2 －5.2 －5.0

停滞に近い状態が２年続いた後、オランダ経
済は2003年上半期に縮小した。可処分所得の弱
さ及び資産効果の消滅に消費者が適応し、企業
が競争力及び健全なバランスシートを回復する
べく奮闘し、政府が財政政策を引き締めたのに
伴い、GDPは、同年全体で0.5％の減少が見込ま
れる。実質GDPの伸びは2004年に１％に達し、
2005年には２％に加速する可能性があるが、大
幅なマイナスの生産ギャップは依然として残り、
失業率は2004年におよそ５％に上昇するものと
予測される。これは、賃金及び物価の一層の減
速をもたらすはずである。

GDPの伸び率を潜在力以上のレベルに回復さ
せるためには、国際競争力の回復が鍵となる。
政府は、将来の景気循環を助長するような引き
締めの必要性を回避するために、循環に敏感な
財政バランスの安全マージンを拡大すべきであ
る。

オランダ：潜在力以下

主要経済予測及び指標 
オランダ 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利　 資料：OECD

15,987 
41 

ユーロ 
418.5 

 80.6，75.7 

8,150 
立憲君主制 

 －0.5 1.0 2.0 
 8.9 9.3 9.1 
 2.3 1.2 1.1 
 2.3 2.0 2.2 
 3.7 5.2 5.2 
 －2.4 －2.5 －1.8 
 1.9 3.2 2.9



－74－－74－－74－－74－

ズウォティの下落に続く力強い輸出の伸びに
より推進され、GDPは、2003年上半期に前年比
３％上昇した。収益性の改善及び消費者需要の
増加は、回復基盤を拡大し、伸びが拡大して
2005年には4.5％に達することを可能にするもの
と予測されている。失業率は、雇用が拡大し始
めるのに伴い2004年末近くに低下し始めるもの
と予測されるが、依然として大きな需給ギャッ
プは、インフレ圧力を抑制し続けるであろう。

名目金利の大幅な引き下げ及びズウォティの
下落は、金融状況を緩和したが、実質金利は依
然として高く、一層の緩和の余地があることを
示している。これが行われるため、また、持続
不可能な経常収支の赤字が生じるのを防ぐため
には、現在提案されているように既に緩和され
ている金融姿勢を緩めるのではなく、引き締め
る必要がある。

ポーランド：実質金利が更に低下する可能性

主要経済予測及び指標 
ポーランド 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％） 
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

38,641 
313 

ズウォティ 
181.6 

 78.4，70.2 

17,457 
共和国 

 3.3 3.5 4.5 
 0.8 1.9 1.4 
 5.6 5.7 6.8 
 19.3 19.2 18.5 
 －4.2 －5.0 －4.8 
 －3.1 －3.9 －4.3

大幅な金利引き下げ、為替相場の下落、石油
投資の増加及び輸出市場の拡大は、2003年末近
くに景気回復をもたらすものと予測される。失
業率は約4.75％で頭打ちになり、本土（オフシ
ョア・エネルギー部門除外）のGDPの伸びは、
2004年に2.75％に達する可能性がある。マイナ
スの生産ギャップの解消が2005年となることを
反映して、物価上昇率は引き続き低水準と見込
まれる。

政府は、頻繁に財政ガイドラインから乖離し
ており、それにより、財政の信頼性を脅かして
いる。長期的な財政の持続性は、年金改革にか
かっている。というのも、今後の年金支出の増
加は、他の諸国と比較して、ノルウェーにおい
て極めて急速であると予測されるからである。
慎重な賃金決定に加え、公共支出を抑制し、保
護された部門における競争を強化するための改
革措置は、より長期的な成長のためにより健全

な環境を作り出すとみられる。

ノルウェー：財政面の警告

主要経済予測及び指標 
ノルウェー 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

4,514 
324 

クローネ 
190.5 

 81.4，76.0 

2,361 
立憲君主制 

 0.6 2.8 2.0 
 5.0 5.3 5.4 
 2.5 1.2 2.5 
 4.2 3.4 4.6 
 4.5 4.7 4.5 
 9.8 9.7 8.4 
 12.7 12.4 12.3



－75－－75－

力強い民間投資及び輸出に主導されて、生産
は2004年に加速する見込みであり、経済成長は、
2005年にほぼ4.5％に達しよう。公共料金が原価
回収レベルに向けて引き上げられるのに伴い、
全般的なインフレが2004年に再び押し寄せるも
のと見込まれるが、その後、EUの平均インフレ
率に近付こう。失業率は低下を続けるが、依然
として高水準に止まろう。

財政の計画的な建て直しは歓迎すべきことで
ある。政府が考えている2006年における経済及
び通貨統合の財政規則の順守は手の届く範囲に
あり、ポリシーミックスをバランスさせるのに
役立とう。進行中の意欲的な構造改革は望まし
いことであり、また、推進されれば、生産及び
雇用の持続的な増加を促進するであろう。

スロバキア共和国：力強い成長、意欲的な改革

主要経済予測及び指標 
スロバキア共和国 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％） 
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

5,379 
49 

コルナ 
23.7 

 77.6，69.5 

2,653 
議会制民主主義 

 3.9 4.2 4.4 
 8.6 7.9 4.0 
 5.8 5.4 5.5 
 17.6 16.9 16.5 
 －5.1 －4.1 －3.5 
 －2.2 －2.8 －4.0

経済活動は、民間国内需要の一層の減少及び
外国市場の弱さを反映して、2003年に縮小した
ものと見込まれる。他方、両方の要因とも年央
から好転しており、2004年及び2005年には漸進
的な回復が予測される。しかし、需給ギャップ
は2005年にも引き続き大幅であり、失業率も高
いと見込まれる。このような状況において、ユ
ーロ地域と対比してのインフレ格差は縮小を続
けよう。

再建努力が続けられているにもかかわらず、
景気後退により財政赤字削減が止まった。公共
支出を抑制するためには、既に承認された構造
的施策の実行を強力に継続することが肝要であ
る。構造赤字を中期的に更に削減するためには、
追加措置が必要となろう。

ポルトガル：漸進的な回復

主要経済予測及び指標 
ポルトガル 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利 資料：OECD

10,305 
92 

ユーロ 
121.7 

 80.3，73.5 

5,324 
議会制民主主義 

 －0.8 1.5 2.6 
 13.1 13.2 12.4 
 3.3 2.1 1.8 
 2.3 2.0 2.2 
 6.4 6.5 6.0 
 －2.9 －3.0 －2.3 
 －4.9 －4.0 －3.7



－76－－76－－76－－76－

2003年に景気は穏やかに拡大したが、生産の
伸びは、潜在成長率をやや下回る水準に止まっ
た。外部需要が回復し、家計支出及び企業投資
が加速すると予測される2004年及び2005年の見
通しはこれまでより明るい。2004年春における
団体賃金交渉からのインフレの差し迫ったリス
クは減少した一方、最終合意により労働時間が
縮小され、それにより潜在成長率が抑制される
可能性がある。

財政または金融政策の緩和を通じての一層の
刺激策を取ることは、妥当ではないだろう。現
在の構造的黒字は持続されるべきであり、金融
政策は、景気拡大に弾みが付くのに伴い段階的
に引き締められるべきである。

スウェーデン：労働市場のリスク

主要経済予測及び指標 
スウェーデン 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

8,896 
450 

クローナ 
240.3 

 82.1，77.5 

4,465 
立憲君主制 

 1.5 2.3 2.7 
 8.2 6.5 5.7 
 2.1 1.4 2.2 
 3.0 3.1 4.1 
 4.8 4.7 4.4 
 0.2 0.5 1.0 
 3.7 4.3 4.9

経済活動は、他のほとんどのEU諸国よりもス
ペインにおいて活発であった。外国からの需要
はヨーロッパにおける景気の弱体及びユーロの
上昇から悪影響を蒙ったが、活発な消費及び建
設の需要が成長を支えた。他方、インフレは、
一部にはユーロの上昇により緩和しているもの
の、縮小しつつあるが、かなりの程度のユーロ
地域とのインフレ格差が続いている。成長は、
2005年には３％まで漸進的に加速し、需要要因
全体にこれまでよりバランスの取れた効果を及
ぼそう。

政府は、2004年において、再度均衡予算を想
定しており、これにより財政安定法を順守する
ことができよう。財政姿勢は、概ね中立的であ
ろう。これは、経済の弾力性及び比較的緩和さ
れた金融状況に鑑みて妥当なものである。賃金
交渉における弾力性を改善し、保護された部門
における競争を強化するための改革措置は、ユ

ーロ地域とのインフレ格差を減少させる効果が
見込まれる。

スペイン：活発な需要

主要経済予測及び指標 
スペイン 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）＊  
失　業　率（％）          
一般政府財政収支（GDP比） 
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

＊3カ月物銀行間金利　 資料：OECD

40,266 
505 

ユーロ 
653.1 

 82.9，75.6 

17,854 
立憲君主制 

 2.3 2.9 3.1 
 10.8 10.4 9.9 
 3.2 2.8 2.9 
 2.3 2.0 2.2 
 11.4 11.0 10.6 
 0.1 0.2 0.3 
 －3.6 －4.0 －4.3



－77－－77－

財政安定化の好循環、金利低下及び信頼の強
化は、GDPの伸びの力強さを維持する効果があ
ろう。GDPは、2003年に５％増加した後、在庫
積み増しの調整の結果として2004年にわずかに
減速するかもしれないが、前向きの期待が続く
限り、2005年には回復するはずである。

当局は、財政安定化及び構造改革プログラム
を厳しく守り、基礎的財政収支予算黒字目標を
追求すると共に社会保障、銀行、民営化及び対
外直接投資に関する新政策を実施すべきである。
2004年春の地方選挙から生じる圧力に抗する確
固たる政策姿勢は、前向きの期待という極めて
重要な弾みを維持する効果が見込まれる。

トルコ：力強い成長

主要経済予測及び指標 
トルコ 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2002年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

68,610 
781 

リラ 
183.1 

 
70.9，66.2 

22,577 
共和制議会制民主主義 

 5.0 4.9 5.4 
 24.5 15.9 10.2 
 44.0 29.5 20.5 
 10.2 9.9 9.6 
 －3.2 －3.4 －3.3

スイスは、国際的な景気の下降により他の大
半のOECD諸国よりも強い打撃を受けた。生産
は2003年に0.5％減少したものと見込まれるが、
外部環境の改善及びフランの下落の結果、次第
に回復し、2004年に1.25％増加する可能性があ
る。失業は2004年下半期に入るまでは減少しな
いものと見込まれ、他方、インフレは更に低下
して、実質上の価格沈滞をもたらす可能性があ
る。

金融状況は、回復がしっかり定着するまでは、
緩和状態を続けるべきである。金利引き下げの
余地がない状況において、スイス国立銀行は、
デフレのリスクを最小限に抑える目的で望まし
くないフラン上昇を阻止するために、外国為替
市場に介入する準備を整えて置くべきである。
他方、財政政策の一層の緩和は、景気を刺激す
る方法として、望ましくもなければ効果的でも
ないだろう。持続可能な成長が回復するために

は、製品市場における改革の範囲及びペースを
引き上げる必要がある。

スイス：価格沈滞？

主要経済予測及び指標 
スイス 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2001年   
総 労 働 力（単　位　千　人） 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
家 計 貯 蓄 率                       
消費者物価指数  
短 期 金 利（％）  
失　業　率（％）          
経常収支（G D P 比 ） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

7,233 
41 

フラン 
267.4 

 82.8，77.2 

4,262 
連邦共和国 

 －0.5 1.2 1.8 
 10.0 9.8 9.5 
 0.6 0.3 0.2 
 0.3 0.3 0.8 
 3.9 3.9 3.6 
 9.4 8.9 9.2 



－78－－78－－78－－78－

中国の実質GDPの伸びは、SARSによる2003年
下半期における急激な減速を経て、弾みを回復
している。上半期における前年比平均8.2％の力
強い伸びは、国内需要により促進された。極め
て大幅な輸出の伸びは、それを上回る大幅な輸
入の伸びと経常収支黒字の減少が伴ったので、
成長に対する純輸出の寄与度は低かった。

GDPの伸びは、目下、個人消費及び固定資本
投資により主導されているが、固定資本投資は
最初の８カ月に前年比で32％拡大した。固定資
本投資の二つの最大要因である政府インフラ支
出及び不動産投資は、力強い前進を続けている
が、企業資本支出が新たな成長原動力として出
現した。投資は、特に自動車、鉄鋼、冶金、繊
維及びハイテク産業において活発であった。他
方、一部の投資が利益を生まず、将来設備能力
及びNPLの過剰を増加させるかもしれないとの
懸念が存在する。例えば、自動車産業を整理統

合しようとする政府の努力にもかかわらず、自
動車生産に乗り出す地方政府が増加している。

中国：弾みの回復

主要経済予測及び指標 
中　国 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2002年   
総労働力（単位千人）－ 2001年 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
インフレ（CP I）                       
財政収支（G D P 比 ） 
経常収支（10 億ドル） 
経常収支（G D P 比） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

1,284,530 
9,597 

元 
1,236.0 

 73.9，70.0 

763,240 
共産主義国家 

 8.4 7.8 7.4 
 0.6 1.0 1.5 
 －2.9 －2.8 －2.7 
 16.3 8.0 15.6 
 1.2 0.6 1.0

ブラジル経済は、2002年の大統領選挙の混乱
後に開始された調整方針を継続した。為替相場
は安定し、年換算インフレ率は低下した。市場
によるブラジルのリスク評価も改善した。

財政安定、金融緩和及び輸出ドライブを背景
にして、経済活動の回復は、2004年及び2005年
に弾みが付くものと予測される。ブラジルにお
ける国内需要及び信用の状態は基準実質金利の
低下に敏感で、比較的速やかに回復するであろ
う。主な不安定化リスクは、改革プロセスを遅
延させる政治的問題と関連するもので、信頼に
影響を及ぼし、公的債務の持続可能性を脅かす。
政府は、このような不確実要因に対して、IMF
合意を2004年について更新したが、これは、改
革努力の継続に対するコミットメント及び安定
したマクロ経済環境を重視する姿勢を示すもの
である。

ブラジル：調整の継続

主要経済予測及び指標 
ブラジル 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2000年   
総労働力（単位千人）－ 2001年 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
イ ン フ レ                        
財政収支（G D P 比 ） 
一次財政収支（GDP比） 
経常収支（10 億ドル） 
経常収支（G D P 比） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

174,633 
8,515 

レアル 
484.0 

 72.6，64.8 

83,243 
連邦共和国 

 0.5 3.0 3.5 
 10.0 7.0 6.0 
 －4.0 －3.0 －2.0 
 4.3 4.2 4.0 
 －0.2 －4.9 －5.0 
 0.0 －1.0 －0.9
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選挙前のにわか景気が来年立ち消えになるの
に伴い、成長は減速するものと予想される。成
長は、引き続き、力強い拡大を続ける国内個人
消費関係部門並びに石油部門及び石油関連部門
により主導されよう。Yukos紛争の拡大は、紛争
がなかった場合に比してより急激に成長を減速
させるだろう。Yukosに対する攻撃が固定資本投
資に悪影響を及ぼしている兆候が、特に石油部
門において既に現われている。石油部門投資の
大半は、新たな油田の開発ではなく現在の生産
の増加に向けられており、従って、資本支出の
伸びの減速は、特に、物議の中心にある２社が
これまで石油産業全体よりはるかに速い生産の
伸びを達成している事実に鑑みて、生産及び輸
出の伸びの減速をもたらそう。ロシアの輸出対
GDP比率の高さからみて、Yukos事件が今後過
大な混乱なしに解決されたとしても、来年の実
質GDPの伸びに明確な悪影響を及ぼすであろう。

このような影響が他の目標にも広がれば、コス
トは更に大きくなると懸念される。

ロシア：成長の減速

主要経済予測及び指標 
ロシア 

人　　 　口（単　位　千　人） 
面　　 　積（単位千平方㎞） 
通　　 　貨   
GDP（10億米ドル）－ 2002年  
出生時平均余命：         
　 （女性、男性）－ 2002年   
総労働力（単位千人）－ 2003年 
政体の種類  
 

GDP成 長 率 
イ ン フ レ                        
財政収支（G D P 比 ） 
一次財政収支（GDP比） 
経常収支（10 億ドル） 
経常収支（G D P 比） 

2003　  2004　  2005
別記明記されない限り変化率（％） 

資料：OECD

145,200 
17,075 

ルーブル 
342.0 

 72.9，62.3 
71,800 
連邦 

 6.3 5.0 5.0 
 13.0 11.0 9.0 
 1.0 0.5 0.5 
 3.5 3.0 3.0 
 36.5 28.0 21.0 
 8.5 5.5 3.5
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騒乱が多いことで知られる地域において、チ
リは、特に安定して弾力性がある国として目立
っている。既に新鮮果物、サケ、上等のワイン
等の産物について世界的な評判を得ているチリ
は、健全な財政・金融政策、比較的発達した金
融システム及び最新の制度を有しているために、
構造改革を行っている他の新興国にとって基準
となる国としても名を上げている。

改革は早い時期に始まった。1970年代、チリ
は、ラテンアメリカで広範な貿易・市場自由化
を実施した最初の国であり、また、競争に関す
る法律及び政策の草分けでもあった。1980年代
初め、年金制度、医療及び教育を民営化した。

全て非常にうまく行ったようだが、これらの

徹底した改革措置は独裁政権（1973～89年）に
より押し付けられたものであり、また、社会的
な効果が不均一であった。従って、1989年の民
主主義への復帰に伴い、その正当性が問題とさ
れた。代々の政府は、インフラ、貿易及び資本
市場の改革を推進するに当たって、市場重視の
アプローチを堅持する一方、公平性の改善を重
視した。社会支出、特に教育及び医療分野が増
加し、また、労働者の権利が再び確立された。

改革の結果は、おのずから明らかである。チ
リ経済は急上昇し、一人当たりGDPは1986年か
ら1997年までの間、年率５％で増加した（図表
参照）。これはラテンアメリカで最も高い増加率
であり、一人当たりGDPを9,000米ドル以上（購

チリ経済
前への道

Joaquim Oliveira Martins and Nanno Mulder, OECD Economics Department

社会・経済政策に一貫性を導入する改革は、チリがその成果を積み上げ、経済を回復軌道
に戻すのに有益である。

素晴らしい潜在可能性
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買力平価）に押し上げた。チリ経済は、政策枠
組みを含めて、1997年後多くの新興国を打ちの
めした外部からのショックにも抵抗した。特に、
国際信用のリスク・スプレッドは、近隣諸国よ
りもはるかに低い水準に止まっている。

ただし、この良い話は、最近その輝きを少し
失った。1998年以降、GDPの伸びは７～７％の
高さから緩やかな２～３％へと急降下した。低
迷する世界経済にその原因の一端があるが、明
らかに国内的な原因も存在する。一つには、単
に、先の市場重視の改革からの利点が底をつい
たかもしれないということである。更に、所得
の不平等に取り組む政府の戦略は、急速な成長
の継続を必要とした。このような成長が生じな
かったばかりか、労働市場法制は、景気が既に
低迷している時に硬直性を高めた。おそらくこ
のことが企業環境に一層重くのしかかったはず
である。成長と公平との間に相反関係があると
いうのではない。実際、この二つの目標は、相
互に強化しあう可能性があるが、チリの場合、
このような関係の実体は、たぶん、適切に考慮
されなかったのだろう。

より一貫性のある政策を策定することは、今
後の課題のいくつかを解決する上で肝要である。
高齢化及び年金制度を例に取ってみよう。チリ
は完全積立確定拠出型年金制度を取っているに
もかかわらず、拠出しているのは労働者の約
60％にすぎず、年金基金に参加している者の中
で労働者生活期間に欠かさず拠出しているのは
平均40％にすぎない。このことは、多くの者の
所得代替率が極めて低い、通常平均賃金の30％
以下であることの説明になろう。

年金の民営化はうまく行ったが、ほとんどの
OECD諸国と同様チリにも影響を及ぼす高齢化
問題を解決するには十分ではないだろう。結局
のところ、退職者のための最低所得制度を通じ
て公共支出に対する圧力が高まる。というのも、
この制度は一般税収により賄われるからである。
民間資金による制度がうまく行き財政の安定性
が維持されるためには、一層の改革が必要とな
ろう。

出発点は、年金基金の間に競争を助長するこ
とにより高い行政コストを削減する必要がある
年金市場自体である。投資収益を改善するため

に、資本市場はより高い流動性及びより多くの
金融手段を必要とする。例えば、チリの年金基
金は、年金市場の規模の大きさを活かして、企
業創造（リスク資本）及び国外のベンチャー企
業への投資を増加させることにより、ポートフ
ォリオを一層多様化することが可能であろう。

他方、社会拠出率の低さを解決するための主
な鍵は、おそらく労働市場にあるだろう。労働
市場においては、退職手当が多額で解雇規則が
煩雑なため、雇用主は、良い仕事をオファーし
たがらない。更に、1998年から2000年までの間
にsalario minimo（最低賃金）は平均賃金や未熟
練労働者の通常の給与より速やかに上昇した。
技能を習得するための訓練も当然そうあるべき
ほどには奨励されていない。このような障害が
あるために、インフォーマル雇用市場や低熟練
労働者のための他の形態の不安定な雇用が拡大
しつつある。

これに対する政策として硬直的な規則の実施
を試みるより効果的なのは、最大退職手当を減
少させるために、本格的な失業保険に向けての
進展を含め、失業者に対する公的支援を引き上
げることであろう。最低賃金も、他の賃金、特
に未熟練労働者の賃金とこれまでより足並みを
揃えて動くようにするべきである。もっとも、
これには厳しい交渉が必要となるであろう。同
時に、フォーマルな労働市場の範囲を拡大する
余地がある。

OECD諸国を含む多くの諸国と同様に、チリ
は、特に若年層及び女性の労働力参加率を引き
上げることに努めなければならない。これは、
もとより、言うは易く行うは難しである。とい
うのも、彼等の雇用率は現在それぞれ26％及び
35％と極めて低いからである。より弾力的な労
働の仕組みを導入すれば、保育及び未就学児施
設の強化と同様、女性の雇用市場参加を助長す
るだろう。その見返りとして得られるのは、労
働市場の機能改善及び企業部門の活発化、更に
は年金及び財政資金の増加であろう。

その他の社会政策について言うと、チリは、
とりわけ1990年以降、教育及び医療の面で大き
な発展を遂げた。平均余命及び児童死亡率は、
今や、OECD諸国の水準に近く、初等教育及び
中等教育はほぼ普遍化している。それでも、重
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要な問題が残されている。第１にコストで、特
に、主として教師及び医師の実質所得引き上げ
を狙いとした1990年代の大幅な支出増の問題で
ある。第２に、最近まで、社会サービスの実態
改善に十分な関心が払われていなかった。この
ことは、教育については国際的なOECD PISA+
試験での15歳の生徒の得点が低いことに表われ
ており、公共医療についてはウェーティングリ
ストの長さに表われ、民間医療部門については
不十分な保険担保、高齢者に対する逆選択及び
過剰な補足支払いに表われている。

チリは、1990年以降、教育及び医療の面で大き

な発展を遂げた。しかし、重要な問題が残され

ている。

政府は、このような公平と品質の問題に取り
組んでいる。例えば、半日制教育から全日制教
育への移行や、心臓血管疾患、ある種の癌、あ
る種の慢性症状といった特定の病気に対する普

遍的医療の導入などである。ただし、追加的な
支出を賄うために必要な増税を抑えるよう、改
革措置の導入に当たっては慎重を期する必要が
ある。

社会市場及び労働市場だけが改革を要する分
野ではない。生産物市場及び金融市場における
改善及び行政変革もチリ経済の枠組みを強化す
る効果があろう。究極的には、これまでより一
貫性のある政策をとることが、公平性のような
問題に取り組むのに必要な成長を支える効果が
あろう。何と言っても、1990年代の高成長期に、
チリの貧困率は人口の40％を超える水準から
20％を下回る水準に低下した。

チリ人が世界経済における自分たちの発展を
誇りに思うのは当然であり、改革措置を積み上
げる絶好の機会を手中にしている。経済戦略と
社会戦略を結び付ける一貫性のある政策が取ら
れれば、チリの長期的展望は本当に明るい。■

チリの進歩 
購買力平価での一人当たりGDP、1995年の価格水準及び購買力平価（米ドル）、対数目盛り 

出所：OECD

米国 

メキシコ 

韓国 

ブラジル 

アルゼンチン 

チリ 

欧州連合 
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OECD Science, Technology and Industry Score-
boardの最新版は、バイオテクノロジーが最も急
速に成長している科学研究分野であることを示
している。ヨーロッパ特許庁（EPO）に提出さ
れたバイオテクノロジー特許の件数は、平均し
て、1991年から1998年までに年10％弱で伸びた
が、これと比較して、特許全体では6.7％、情報
通信技術に関連する特許は8.9％の伸びであっ
た。

1999年、米国はEPOに提出されたOECD全体の
バイオテクノロジーの特許のほぼ半分を占め、ド
イツ及び日本は、それぞれ約10％を占めた。民間
ベンチャー資本については、カナダ及び米国は、
バイオテクノロジー向けの比率が最も高い。

他方、研究・開発（R&D）に向けられる政府
資金の比率で見ると、ニュージーランド、カナ
ダ及びデンマークがそれぞれ10％を超え、上位
を占めた（米国及び日本については数字が得ら
れない。また、図の注参照）。デンマークの場合
は、ベンチャー資本投資合計の25％強を医療及
びバイオテクノロジーの企業が占め、カナダ及
びハンガリーにおいてはほぼ20％である。

この急速に成長する科学研究の分野について
評価を行う上での問題の一つは、比較可能なデ
ータがないことである。現在OECDは、R&D支
出について各国の調査をする際に用いるバイオ
テクノロジーの利用及び開発に関するモデル調
査を開発中である。■

グラフで見るOECD

バイオ情報

注：R&Dの定義は国によって異なる。特に、高等教育部門により行われるバイオ 
テクノロジーR&Dを含めるか否かについて異なる。 

バイオテクノロジー向R&D
2000年または入手可能な最近年の公的R&Dに対する%

OECD STI Scoreboard 2003出所： 
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過去10年間に、より高い価格のより多くの新
薬がOECD諸国における薬剤支出を押し上げた。
薬剤の価格上昇により大半のOECD諸国におい
て医療支出合計に対する薬剤の比率が高まった
旨がOECDのHealth at a Glanceの最新号で報じ
られている。ただし、日本、アイスランド、ギ
リシャ、ルクセンブルグ及びアイルランドはこ
の傾向に逆行し、1990年から2001年までの間に
医療支出合計に対する処方薬及び市販薬支出の
比率は低下した。

一般に、低所得OECD諸国においては、医療
支出に対する薬剤の比率が高いが、これは、あ
る程度、薬剤は国際市場価格で販売されるのに
対し医療スタッフの賃金といった医療コストの
他の要素は各国で決定される度合いが高いこと
による。スロバキア共和国及びハンガリーは、
2001年、OECD諸国のうちで医療支出に占める

最大の割合（30％強）を薬剤に当てた。他方、
一人当たり医療支出合計額が同じ様な諸国の間
でも、この金額のうちのどの程度が薬剤に支出
されるかについては大きく異なる可能性がある。
デンマーク及びフランスは、一人当たり医療支
出がおおよそ同じであるが、デンマークは、薬
剤支出が全体の10％を下回る（8.9％）唯一の
OECD加盟国であり、他方、フランスにおいて
は、薬剤が21％を占める。

一人当たりでは、支出増加は更に急激であっ
た。オーストラリア及びスウェーデンは1990年
から2001年までの間に一人当たりの薬剤支出が
倍増し、米国の薬剤支出は90％増加した。米国
の2001年における処方薬及び市販薬に対する一
人当たり支出は605ドルに達し、OECD平均の
340ドルのほぼ２倍、メキシコの152ドルのほぼ
４倍であった。■

苦い薬

1.2000年。 
OECD Health Data 2003

薬剤支出の増加 
医療支出合計に対する%
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スーパーマーケットに対する支出は増加を続
けているように思われるかもしれないが、新た
な歴史的視点から統計を見ると、OECDの人々
は、17世紀の祖先に比較して、食料の購入に当
てる所得がはるかに少なく、輸送及び通信には
るかに大きな分を当てている。

英国の例をとってみよう。Angus Maddisonの
The World Economy: Historical Statisticsによる
と、1688年、イングランド及びウェールズにお
いて、食料が総家計支出の最大の項目であり総
額の25.7％を占め、靴・衣料が約20％で２番目
で、飲料・タバコはほぼ14％を占めた。

その当時、輸送・通信は支出総額の0.8％にし
か当たらなかったが、1996年には英国において
10.6％に達し、最大の支出カテゴリーとなった。

これは、疑いもなく、自動車、航空機、列車及
びもちろんのこと電話とそれに関連する技術革
新に伴う製品の出現による現象である。食料、
飲料及びタバコの合計は、支出総額のわずか
12.5％に低下した。

17世紀の英国人の支出習慣がなぜこのように
よく分かるのであろうか。マクロ経済分析のた
めに財政データを用いる可能性に感銘を受けた
Gregory Kingという人のお陰である。もっとも、
King氏は、当局の不同意を懸念して研究結果を
公表しなかった。King氏の綿密な手順及び分析
を示す300ページに及ぶノートは、1917年にやっ
と日の目を見たとMaddison氏は言う。このノー
トは、現在ではインターネットで広く参照され
ている。■

通信の時代

＊   一人当たりGDP水準（1990年の国際ドル）：1,411（1688年）及び17,891（1996年）。 
1688年のデータはイングランド及びウェールズについて；1996年のデータは英国について。 
出所：Angus Maddisonの 

英国人の支出傾向 
総国内支出*に対する%、1688年及び1996年 
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OECD Revenue Statisticsによると、税収は、
OECD諸国の多くの部分において２年連続でわ
ずかに減少した。GDPのパーセント比率として
の税収（強制的社会保障負担からの収入を含む）
は、データを提出したOECD27カ国のうち16カ
国において減少し、中でもEU諸国は低下が最大

であった。二つの最大のOECD経済圏である米
国及び日本について、また、オーストラリアに
ついては、データが得られなかったが、2001年
の比率はそれぞれ28.9％、27.3％及び30.1％で、
2000年の水準から低下した。

EUの税収は2001年の41.0％から40.5％へと減
少したが、減少は11加盟国で、４加盟国では増
加した。EUの中でスウェーデンの税負担は
50.6％で最高であり、フランスは、44.2％で５番
目に高かった。両国の税収とも2002年に減少し
た。アイルランドの比率は28％で最低であった。

税収の減少の一部は減税によるものかもしれ
ない。2000年以降、OECDの15カ国は個人所得
税の最高税率を引き下げ、12カ国は主要な法人
税率を引き下げた。他方、減少全般のもう一つ
の主要な原因は、おそらく、過去数年間の景気
失速であったろう。過大な税負担は経済成長を
抑制する可能性があるという点で、ある面では

このような税収減は歓迎されるものかもしれな
いが、一部の国の政府にとっては余り良いニュ
ースではなかっただろう。特に、現在大幅な財
政赤字を切り抜けようとしている政府にとって
はそうである。

景気後退が税収を減少させるのと軌を一にし
て、経済成長は税収を伸ばす。韓国、ニュージ
ーランド、ポーランド及びスロバキア共和国は、
急速な成長を経験する間、GDPに対する税収の
比率が上昇した。韓国のGDPは2001年には３％
の伸びであったのに対し、2002年には6.3％増加
した。■

税収は低下

＊2001年のデータ。 
出所：OECD Revenue Statistics 1965-2002

税負担 
2002年のGDPに対する%としての税収 
（強制的社会保障負担を含む） 
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